
第４章 新たな公共施設マネジメント

４ １ 新たな多摩地域の公共施設マネジメントに向けた特徴

公共施設マネジメントは短期的な取組には終わらず、今後も永続的に推進の必要がある。

そこで、長期的な視点における多摩地域における公共施設マネジメント推進にあたって、そ

の特徴を整理する。

（１） 人口構成比

日本人人口の年齢別構成をみると、多摩地域は全国に比べて 歳以上の割合が低く、 歳

から 歳までの割合が高い傾向にある。すなわち、全国に比べて公共施設を利用する住民の

世代的な多様性が高いことが想定されることから、多様な利用者を想定した情報提供や合意

形成を充実させることが求められる地域であるといえよう。

図表 日本人人口の年齢別構成の比較

（出典）東京都「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（平成 年 月）」及び総務省統計局「人

口推計（平成 年 月 日現在）」から作成

（２） 広域連携のはじまり

平成 年度、多摩地域の 市は「多摩地域公共施設マネジメントセミナー」を開催し、

「各自治体がどのような取組をしているのか」等互いの情報交換を進めるとともに、他地域

における先進事例から積極的に講師を招聘し、そのノウハウの共有に取り組むとともに、人

的交流も活発に行っている。

今後はより具体的な公共施設マネジメント活動を連携して推進していくことが期待される。

（３） 比較的健全な財政状況

多摩地域における公共施設関係の財政状況は、住民一人当たり維持補修費や普通建設事業

費が全国平均を下回るなど、全国の自治体と比べて比較的健全な状況を維持できている。人

口減少が始まった自治体が、過去の公共施設投資に起因する負担抑制に苦慮する現状を鑑み

ると、多摩地域においては今後の人口減少を見据え先行して公共施設に係る投資の抑制や調

整に努めることで、将来的な財政負担の軽減を図ることが期待できる。

（４） 密度の高い公共施設利用環境

多摩地域は、比較的狭い範囲に多くの人口と公共施設が集中している。さらに、鉄道を中

心とした公共交通機関も発達していることから、住民にとって自治体の枠を超えた公共施設

の相互利用がしやすい環境が整っていると考えられる。

図表 多摩 市の図書館・体育館の設置状況

自治体名
体育館 図書館

建設年度 総延床面積（㎡） 年間延利用者数（人） 建設年度 総延床面積（㎡） 蔵書数（冊）

八王子市

立川市

武蔵野市

三鷹市 、 ① ② ① ②

青梅市

府中市

昭島市

調布市

町田市

小金井市

小平市

日野市

東村山市

国分寺市

国立市

福生市

狛江市

東大和市

清瀬市

東久留米市

武蔵村山市

多摩市

稲城市

羽村市

あきるの市

西東京市

（出典）自治体アンケート調査結果より作成
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以上の特徴を踏まえ、次頁以降において「体制」「仕組み」「手法」「情報提供」の つ

の視点から、長期的視点に立った新たな多摩地域におけるこれからの公共施設マネジメント

のあり方について整理する。

図表 多摩地域における新たな公共施設マネジメントのあり方の整理

入口戦略
（マネジメントの条件整備）

出口戦略
（具体のマネジメント）

新たな多摩地域

の公共施設マネ

ジメントに向け

た特徴

１：体制

２：仕組み

３：手法

４：合意形成

４ ２ 新たな多摩地域の公共施設マネジメント

（１） 体制：「（仮称）多摩地域公共施設マネジメント連携会議」の設置

前述のように、多摩地域は平成 年度から公共施設マネジメント担当者の交流を実施して

いる（Ｐ ）。次年度以降もこのような取組が継続される可能性があり、将来的には、この

ように得た知見・知識やネットワークを活かし、より具体的な公共施設マネジメント活動を

連携して推進していくフェーズになると推測される。

そこで、将来の多摩地域における公共施設マネジメントの体制として、「多摩地域公共施

設マネジメント連携会議」（以下、「連携会議」という。）の設置が考えられる。

「研究・連絡主体」の連携から、公共施設マネジメントの「実施主体」として発展させた

ものであり、以下のような機能を有する組織である。

連携会議に期待される主な機能

 自治体間の人材交流・派遣の実施

多摩地域内の公共施設マネジメントの取組は、白書や基本方針等の策定に数年前から着手

している自治体もある一方で、来年度以降に本格的な着手を予定している自治体もある等、

自治体によって進捗に差があるのが現状である。

先進自治体には既に白書や基本方針等を策定するノウハウが蓄積されており、これを今後

公共施設マネジメントに取り組む自治体に提供することで、多摩 市に加え、町村部も含め

た多摩・島しょ地域全体の公共施設マネジメント水準の底上げが期待される。また、同時に

多摩地域全体のより良い発展も期待できるところとなる。

近年は、いわゆる事務の委託（地方自治法第 条の ）に加え、機関等の共同設置（地

方自治法第 条の ）や事務の代替執行（地方自治法第 条の の ）等、自治体間が

相互に連携し、助け合うための法制度の整備も進んでいる。こうした制度を活用して当事者

間での支援と負担の調整を行うほか、市町村全体の利益になる事項に関しては、都からの支

援を積極的に求めていくことも必要と考えられる。

図表 主な連携制度（新たな法人格の創設を伴わないもの）

制度名 根拠 概要 主な事例

事務の委託
自治法

第 の

事務の管理・執行を他自治体に委

託する（管理執行権限が受託側に

移る）

ごみ処理の委託等

事務の代替執行
自治法

第 条の の

他の自治体に、自らの名の下で管

理・執行させる
平成 年度改正で創設

機関等の共同設置
自治法

第 条の

長の内部組織を含む行政機関等

を共同して設置する
介護認定審査会等

協議会
自治法

第 の

各構成団体の長等の名において

事務を管理執行
教科書採択事務等

職員相互併任による任

意組織設立
（なし）

各自治体が任意組織を設立し、併

任出向
地方税滞納整理機構等

こうした取組を行うことにより、以下のような付随的なメリットが期待される。

 マネジメント人材・ノウハウの共有・確保

 首長・議会の意識啓発と関与の促進

 スケールメリットを活かしたマネジメントの具体的な検討
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（２） 仕組み：公共施設マネジメントシステムの開発

現在、公共施設マネジメントの取組は各自治体ごとに推進されているところである。

自治体アンケートからは、マネジメントに当たり公共施設の現状把握に相当の手間を要し

ている実態が明らかになった。公共施設マネジメントにおいては、各公共施設に係るミクロ

要素（施設スペック、稼働状況、利用者動向、収支等）と、行政運営のマクロ視点（子育て

や介護といった個別分野ごとの施策の方向性）との整合性を考えなえればならない。また、

全国と比べ多摩地域は公共施設を削減する余地は比較的少なく、削減を含め様々な手法を効

果的に組み合わせてマネジメントをしていくことが求められる。

公共施設マネジメントにおいては情報収集、政策判断、合意形成など様々な手順が求めら

れることから、その一連の手順を「マネジメントシステム」として体系化しておくことが有

効と考えられる。

マネジメントシステムを作ることによる効果として、以下のようなものが考えられる。

想定される具体的なマネジメントシステムづくりの例

 公共施設関係データの標準化

まず着手することが効果的と考えられるマネジメントシステムづくりの取組として、自治

体内で各施設所管部署が連携した公共施設関係データの標準化が挙げられよう。

浜松市のデータ管理の仕組みづくり事例（Ｐ ）でも指摘されたように、他部署で公共施

設マネジメントに関わるデータを管理しているため、その考え方は部署ごとに異なっており、

相互比較が可能な状況となっていない場合が多い。これを標準化することで自治体内での公

共施設実態の相互比較が可能になり、ベンチマークに基づく公共施設マネジメントのさらな

る促進が期待される。

 総合的なマネジメントシステムの導入

公共施設マネジメントは今後の長期にわたる取組が必要になり、ある一時のみに力を結集

して行う一過性の取組では、その課題を解決することは難しい。また、公共施設マネジメン

トという施策のみに継続して行政資源を投入していくことも他の行政課題が山積している中

では不可能であろう。長期にわたるこの施策を継続して効果のあるものにするためにも、施

設や経費の情報をはじめ、そこで行われる施策・事業を少ない労力で網羅的・有機的につな

げる必要がある。そのために既存のシステムを連携させた総合的マネジメントシステムの導

入が有効的と考える。例えば、参考になるものとしては、仙台市下水道事業が認証を取得し

ている シリーズ（Ｐ ）のほか、一般財団法人建築保全センターが提供している保

全マネジメントシステム（ ）等のシステムがある。これらは営繕面中心のシステムで

あるが、これに加えて所有する公共施設の時価情報等の固定資産台帳に記載されるような情

報を加えることでハード面におけるマネジメントの有用性が高まる。国においても統一的基

準による公会計の整備のため、固定資産台帳の整備等を要請しており、その経費を交付税措

置している 総務大臣通知 平成 年５月 日付け 。その上で、稼働率や人口動態、補助

金、住民意向などの公共施設白書に掲載されるようなソフト面の情報等を充実させ、システ

ムにより各情報が網羅的・有機的につながることで、より効果的・客観的かつ地域の実態に

即したマネジメントシステムとすることが期待できよう。
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（２） 仕組み：公共施設マネジメントシステムの開発
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（３） 手法：広域連携

多摩地域には多くの人口と公共施設が集中し、公共交通機関も発達していることに加え、

担当者間で顔が見える状態になりつつあるなど、広域連携に向けた素地が比較的整っている

といえよう。また、すでに相互利用などを通じて住民が複数の自治体の公共施設を利用でき

る環境もあり、将来において、住民サービスの向上や行政ニーズへの対応はもとより、公共

施設に係るコストを低減する手法の一つとして有効な可能性がある。ここでは改めてそのイ

メージを深めてみたい。

 施設の相互利用拡大

現在、多摩地域でも図書館や体育館を中心に施設の相互利用が実施されている。まずはこ

うした相互利用を拡大していく取組が考えられる。

図表 体育館の相互利用状況

（出典）テクノコ白地図イラスト： 及び自治体アンケート結果から作成

相互利用圏域

相互利用関係

図表 図書館の相互利用状況

（出典）テクノコ白地図イラスト： 及び自治体アンケート結果から作成。

具体的には、①既存の相互利用施設（図書館、体育館）の相互利用範囲を拡大すること、

②新たな公共施設分野における相互利用を開始すること（例：市民ホール等）の２つの方向

性が考えられる。

図表 施設の相互利用拡大の方向性

サービスの広域化は、他の広域化と比べてコスト削減等の効果は限定的だが実施が容易で

あり、具体的な広域化の第一歩として取り組みやすい内容といえよう。

①既存相互利用範囲の拡大

市

市

市

市

市

市

拡大

②分野の公共施設相互利用の開始
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川崎市

相模原市
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 維持管理・保全の広域化

流山市が実施している維持管理業務の包括委託（Ｐ ）は一つの自治体内における維持管

理業務の包括委託であるが、最上川圏域の事例（Ｐ ）を参考に、これをさらに複数自治体

間で広域化する方向性も考えられる。まずは「維持管理業務の共同委託」が想定されるが、

それ以外にも「発注手続の一括化」「仕様書の標準化」「業者情報の共有」等、よりゆるや

かな広域化手法も現実的な選択肢として念頭に置くことができると考えられる。

維持管理業務の広域化を検討する際の留意点として、まずは各自治体内で維持管理業務の

共通化を進めておくことが前提になると考えられる。

また、特に「維持管理業務の共同委託」を行う場合には、発注案件数の減少に伴う地域経

済への影響が懸念されるが、 方式の活用、入札参加要件の緩和、発注単価の適正化等の契

約・発注形態の見直しとあわせて検討することで、地域経済の維持・活性化と維持管理業務

委託の高度化を両立させるスキームを検討することが必要であろう。

図表 維持管理等の広域化の方向性

 施設の複合化の推進

多摩地域は、今後、全国同様に少子化が進むことが予測されているとともに、全国を上回

る速度で高齢化が進むとされている。この点を鑑みれば、小中学校の再編・縮小と高齢者福

祉施設の拡充をあわせて考えることが必要になると考えられる。

京都市や市川市の学校複合化の事例（Ｐ ）は、地域拠点としての学校施設の特性を活か

し、ニーズが減少する学校施設と増大する高齢者福祉施設というギャップの補完を目指す少

子高齢化社会の到来にいち早く対応した取組であるといえよう。

多摩地域においても、まずは学校施設を中心とした複合化が有効と考えられる。学校施設

の複合化には補助金適正化法の制約や児童・生徒のセキュリティ確保等の制約があるが、多

摩地域で実績を蓄積し、制約要因への対処ノウハウを共有することが期待される。

施設の複合化が普及していけば、将来的には自治体圏域を超えた複数自治体による複合施

設の設置等、広域連携との相乗効果も期待されよう。

図表 施設の複合化の推進

自治体内における維持管理業務の共通化

・・・Ａ施設 施設 Ｃ施設
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易

難

［ポイント］

契約・発注形態の見直し

・ 方式の積極活用

・入札参加要件の緩和

・発注単価の適正化

単一施設 自治体内の複合化

小学校

保育園

老人福祉施設

広域的複合化

［ 市］小学校

［ 市］保育園

［ 市］小学校

［ 市］サービスセンター小学校

［共通］老人福祉施設

事例の蓄積 ノウハウの

共有

 施設保有の共同化（ハードの広域化）

これまでの調査で、公共施設そのものを共同保有する「ハードの広域化」は、他の広域化

手法と比べて難易度が高い可能性があることがわかった。特に既存施設の広域化は、各自治

体の施設に対する様々な事情も関わることから、実現にはかなりの困難が伴うことが予想さ

れる。

高知市の事例（Ｐ ）を参考に考えれば、ハードの広域化は、「新規施設の共同設置」と

いう形で進めることにより比較的実現可能性があるものと考えられる。高知市では県知事と

市長のトップ会談で検討が開始したが、これをボトムアップで進めていくためには、それぞ

れの自治体が、いつ、どのような公共施設の設置を検討しているかという情報を相互に共有

しておくことが重要である。その点においては、「入口戦略」としての推進会議の設置を基

点として、相互利用や維持管理の広域化、複合化の推進等の取組の延長上に、新規施設の共

同設置というハードの広域化が位置づけられることになろう。

図表 ハードの広域化に向けたステップ

①施設の相互利用拡大

＜入口戦略＞

連携会議の設置

②維持管理・保全の広域化

③施設の複合化の推進

④ハードの広域化
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図表 ハードの広域化に向けたステップ

①施設の相互利用拡大

＜入口戦略＞

連携会議の設置

②維持管理・保全の広域化
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④ハードの広域化
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（４） 合意形成：多様なニーズを踏まえた合意形成

既に触れたように、多摩地域は全国に比べて 歳以上人口の割合が低く、 歳～ 歳人

口の割合が高いという特徴があり、多様な世代からのニーズに応える公共施設サービス提供

が求められる。また、住民・利用者アンケート結果によれば、公共施設の利用者は特定の住

民に集中している傾向が強いことや、統廃合も含めた再編の可能性を考えるに当たり、そも

そも十分な公共施設情報が提供されていない可能性が高いことが明らかになった。公共施設

マネジメントにおいて施設利用者の意見は重要な要素であるが、一方で施設にかかるコスト

を負担するのは住民全体であることを考えると、施設利用者のみならずサイレントマジョリ

ティである住民全体の意見にも積極的に耳を傾ける必要がある。

これらの傾向を鑑みれば、これからの公共施設マネジメントにおいては、以下のような取

組が求められるといえよう。

 情報提供：広域的な情報提供基盤の構築

 情報収集：住民全体からの情報収集の充実

 意思決定：行政の立案・実行責任の確保及び徹底具体的な取組例

具体的な取組例

 情報提供：広域的な情報提供基盤の構築

現在、公共施設に関する情報は各自治体が個別に白書を策定する等して対応しているとこ

ろである。

この情報提供のベースとなる基盤を多摩地域で連携して構築することで、スケールメリッ

トを活かした事務コストの削減、住民・利用者間での施設選択性・利便性の向上、施設間の

比較可能性の向上等の効果が期待できる。情報提供基盤のイメージとしては、共同ホームペ

ージの設置、白書の共同作成、広報誌の共同発行、等が想定されよう。前述の「マネジメン

トシステム」づくりの中で施設情報の標準化を行っておけば、情報提供部分のみを共同化す

ることはそれほど難しくはないと推測される。

図表 広域的な情報提供基盤づくりのイメージ

 情報収集：住民全体からの情報収集の充実

上記のような情報提供の充実に当たっては、そもそも住民や施設利用者が、どのような情

報を知りたいと考えているのか、ということを把握することが重要であろう。情報提供はと

もすれば「行政目線」になりがちであり、あくまで住民全体にとって必要な情報の提供を考

える必要がある。その際に、前提条件が異なるパターンでのアンケートは、ワークショップ

等での論点や提示するシミュレーションの設定に役立つであろう。

その上で、行政は、施設利用者及び住民に対する「結論の押し付け」にならないように配

慮するとともに、施設利用者と住民は、お互いの立場はもとより、地域全体の置かれている

状況を理解した上で、限られた資源でどのような施策が地域にとって本当に必要か、子ども
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たちの世代を見据えて公共施設に係るコストをどのように負担していくかについて考え、議

論することが求められよう。そのような議論の場は、事業や、その方向性を決定するためで

はなく、意見を収集するためにあるので、無理に意見の収れんや合意を図る必要はない。行

政は住民全体の議論やその結果を住民全体の縮図と捉え、今後の行政運営のために、公平、

積極的に意見や情報収集を行うことが最も肝要である。

 意思決定：行政の立案・実行責任の確保及び徹底

重要なのは、住民の声はあくまで一つの「情報」に過ぎず、その様な住民全体の意見やそ

の他の様々な情報を基に、庁内での調整や合意を図る必要があるという事である。つまりは、

客観的な情報に基づいて公共施設マネジメントの方向性を企画するのは立案責任者である行

政にあるのは抗えない事実であるし、それ以外にも、現状認識等を住民や議会に情報発信・

報告する責務も負っているともいえる。

そのようにして、企画立案されたマネジメントの方針や計画を決定するのは経営責任者た

る首長であり、間接民主主義における議会の役割もまた重要である。言い換えれば、情報収

集の機会拡大等、住民参加のさらなる充実が求められることは前提にあるにしても、それは

行政における公共施設マネジメント推進の役割や責任を軽減したり曖昧にしたりするもので

はないという事である。これらを、らせん状に繰りかえす事で、地域のあるべき姿に合わせ

た公共施設マネジメントにブラッシュアップした合意形成を図ることが可能になる。

図表 合意形成のイメージ

①情報提供
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・現況を伝える 等

③庁内合意
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･企画立案責任の重視等

②意見収集

ｱﾝｹｰﾄ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

・ｻｲﾚﾝﾄﾏｼﾞｮﾘﾃｨの抽出･集中的実施

･広報誌等で手軽に･無作為抽出等

住民が自治体

の現況を認識

将来の姿や

選択肢を認識

④手法･方針決定

・民主主義原則の徹底

・経営責任の徹底等

住民総意を認識

地域のあるべき姿を認識
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- 99 -



（４） 合意形成：多様なニーズを踏まえた合意形成

既に触れたように、多摩地域は全国に比べて 歳以上人口の割合が低く、 歳～ 歳人

口の割合が高いという特徴があり、多様な世代からのニーズに応える公共施設サービス提供

が求められる。また、住民・利用者アンケート結果によれば、公共施設の利用者は特定の住

民に集中している傾向が強いことや、統廃合も含めた再編の可能性を考えるに当たり、そも

そも十分な公共施設情報が提供されていない可能性が高いことが明らかになった。公共施設

マネジメントにおいて施設利用者の意見は重要な要素であるが、一方で施設にかかるコスト

を負担するのは住民全体であることを考えると、施設利用者のみならずサイレントマジョリ

ティである住民全体の意見にも積極的に耳を傾ける必要がある。

これらの傾向を鑑みれば、これからの公共施設マネジメントにおいては、以下のような取

組が求められるといえよう。

 情報提供：広域的な情報提供基盤の構築

 情報収集：住民全体からの情報収集の充実

 意思決定：行政の立案・実行責任の確保及び徹底具体的な取組例

具体的な取組例

 情報提供：広域的な情報提供基盤の構築

現在、公共施設に関する情報は各自治体が個別に白書を策定する等して対応しているとこ

ろである。

この情報提供のベースとなる基盤を多摩地域で連携して構築することで、スケールメリッ

トを活かした事務コストの削減、住民・利用者間での施設選択性・利便性の向上、施設間の

比較可能性の向上等の効果が期待できる。情報提供基盤のイメージとしては、共同ホームペ

ージの設置、白書の共同作成、広報誌の共同発行、等が想定されよう。前述の「マネジメン

トシステム」づくりの中で施設情報の標準化を行っておけば、情報提供部分のみを共同化す

ることはそれほど難しくはないと推測される。

図表 広域的な情報提供基盤づくりのイメージ

 情報収集：住民全体からの情報収集の充実

上記のような情報提供の充実に当たっては、そもそも住民や施設利用者が、どのような情

報を知りたいと考えているのか、ということを把握することが重要であろう。情報提供はと

もすれば「行政目線」になりがちであり、あくまで住民全体にとって必要な情報の提供を考

える必要がある。その際に、前提条件が異なるパターンでのアンケートは、ワークショップ

等での論点や提示するシミュレーションの設定に役立つであろう。

その上で、行政は、施設利用者及び住民に対する「結論の押し付け」にならないように配

慮するとともに、施設利用者と住民は、お互いの立場はもとより、地域全体の置かれている

状況を理解した上で、限られた資源でどのような施策が地域にとって本当に必要か、子ども

市 町 市

情報収集・

とりまとめ

情報収集・

とりまとめ

情報収集・

とりまとめ

広域的な公共施設情報提供基盤

（例：白書、ホームページ、広報誌等）

住民 住民 住民 住民

情報収集等は個別に実施

ホームページ等を共同設置

住民は相互比較等をしながら

情報を活用

たちの世代を見据えて公共施設に係るコストをどのように負担していくかについて考え、議

論することが求められよう。そのような議論の場は、事業や、その方向性を決定するためで

はなく、意見を収集するためにあるので、無理に意見の収れんや合意を図る必要はない。行

政は住民全体の議論やその結果を住民全体の縮図と捉え、今後の行政運営のために、公平、

積極的に意見や情報収集を行うことが最も肝要である。

 意思決定：行政の立案・実行責任の確保及び徹底

重要なのは、住民の声はあくまで一つの「情報」に過ぎず、その様な住民全体の意見やそ

の他の様々な情報を基に、庁内での調整や合意を図る必要があるという事である。つまりは、

客観的な情報に基づいて公共施設マネジメントの方向性を企画するのは立案責任者である行

政にあるのは抗えない事実であるし、それ以外にも、現状認識等を住民や議会に情報発信・

報告する責務も負っているともいえる。

そのようにして、企画立案されたマネジメントの方針や計画を決定するのは経営責任者た

る首長であり、間接民主主義における議会の役割もまた重要である。言い換えれば、情報収

集の機会拡大等、住民参加のさらなる充実が求められることは前提にあるにしても、それは

行政における公共施設マネジメント推進の役割や責任を軽減したり曖昧にしたりするもので

はないという事である。これらを、らせん状に繰りかえす事で、地域のあるべき姿に合わせ

た公共施設マネジメントにブラッシュアップした合意形成を図ることが可能になる。

図表 合意形成のイメージ

①情報提供

・興味喚起に利用

・現況を伝える 等

③庁内合意

･客観的住民意見提示

･企画立案責任の重視等

②意見収集

ｱﾝｹｰﾄ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

・ｻｲﾚﾝﾄﾏｼﾞｮﾘﾃｨの抽出･集中的実施

･広報誌等で手軽に･無作為抽出 等

住民が自治体

の現況を認識

将来の姿や

選択肢を認識

④手法･方針決定

・民主主義原則の徹底

・経営責任の徹底等

住民総意を認識

地域のあるべき姿を認識

合 意 形 成

自治体が住民

の意見を認識

- 100 -



４ ３ おわりに：これからの公共施設マネジメントはどうあるべきか

（１） 財政問題の解決に向けたマネジメント

本報告書の冒頭でも述べたが、公共施設マネジメントにおける課題の原点は将来に控えた

財政問題に起因している。すなわち、公共施設マネジメントの方向性の一つとしてまず、現

在保有する公共施設からくる財政負担を減らすことが挙げられよう。

そのためには、公共施設が財政に与えている影響を随時検証し、持続可能な水準を考え、

「より効率的で」「より効果的な」公共施設のあり方を検討していく必要がある。そうしな

ければ、活力ある地域の運営はおろか、１事業者としての自治体経営が不可能になり、子ど

もや孫たちの世代に負の遺産としての施設を残すことになってしまう。

（２） 地域のニーズを反映したマネジメント

公共施設に対するニーズは社会環境の変化に応じて変わっていく行政ニーズに即して変化

していくため、公共施設マネジメントも、こうした変化に迅速かつ柔軟に対応していけるも

のでなければならない。すなわち公共施設の姿とは、地域における行政サービスへのニーズ

を映す鏡の一つと言い換えることもできよう。

公共施設がその時々の行政ニーズを適切に反映させたものであり続けるためには、住民の

代表である議会はもとより、住民の声に常に耳を傾けておく必要がある。公共施設マネジメ

ントにおける「住民との合意形成」とは、財政制約によるサービス低下の一方的な「押し付

け」にならない事と同時に、最適規模と全体最適の視点を忘れてはならない。マネジメント

に当たっては、マクロな視点から地域全体の問題を認識し、ミクロな視点から個別住民に対

するサービスのあり方を探っていくことが重要である。

（３） 将来ビジョンに基づくマネジメント

「地方分権」や「地方創生」が謳われているように、これからの地方行政は、自治体単位

のみならず同じ行政区内の各地域によって、様々な特色あるまちづくりが求められていくこ

とになろう。公共施設マネジメントの始まりは財政上の制約であり、住民に対しても後ろめ

たくとらえられがちであるが、本来の公共施設マネジメントは「新たなまちづくりの機会」

であり、時代の欲求に即した「新たな価値の創造」であるべきであろう。この点において、

公共施設マネジメントにおける「将来ビジョン」が明確になっていることが極めて重要であ

るといえよう。

公共施設マネジメントの本質とは、

限られた財源、人員、時間の中で、そ

れぞれの自治体にとって最適な公共施

設の「量（ ）」と「質・性能

（ ）」を追求し、施設がもた

らす「価値 」を最大化する一

連の取組であるといえよう。

これからの公共施設マネジメント

は、こうした３つの視点を前提とし

て、自らの自治体が今後どのような

「まちの姿」を目指すべきかを明確に

し、これまで整理してきた方向性を実

践していくことが求められる。

Volume

ValueQuality

公共施設マネジメント

図表 これからの公共施設マネジメントの方向性

資料編：アンケート原票

（１） 自治体アンケート
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